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平成２５年 ４月 １５日 

 

各      位 

 

会 社 名  東 和 薬 品 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長  吉田逸郎 

（コード番号 4553   東証第１部） 

問合せ先  取締役企画本部長 西川義明 

（TEL．06 - 6900 - 9101 ） 

 

内部統制システムの整備に関する基本方針の改定に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、内部統制システムの整備に関する基本方針の改定を決

議し、以下の内容といたしましたのでお知らせいたします。（改定部分に下線を付しております） 

 

記 

 

 当社は、業務の有効性および効率性、財務報告の信頼性、事業活動にかかわる法令等の遵守、

財産保全を確保するために統制環境を整え、内部統制システムの整備を行い、企業価値を継続的

に高め、全てのステークホルダーの信頼を得ることを主な目的として企業経営を推進します。 

 

① 取締役・従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

当社は、当社グループの全ての役員および従業員が遵守すべき「東和薬品グループ企業行動憲

章」を制定し、これに基づき、高い倫理観と社会的良識をもって社会から信頼と支持を得られる

正しい企業活動を行います。取締役は取締役会を組織し、原則毎月 1 回定期開催するほか必要に

応じて随時開催するものとし、重要な課題について善良な管理者の注意義務をもって十分な検討

を行い、適正かつ迅速な意思決定によって経営にあたります。 

また、「コンプライアンス基本規程」を制定し、倫理的かつ遵法精神に根ざした企業行動の徹底

を図るとともに、コンプライアンス委員会を設置し、役員および従業員のコンプライアンス意識

の向上施策の実施とコンプライアンス研修などによる正しい知識の修得に努めます。 

さらに、当社グループ役員および従業員による不正行為の早期発見・是正を目的に整備した内

部通報制度の適正な運用を図ります。 

一方、社長直轄の内部監査室が全部門の内部監査を実施し、その結果については経営トップに

直接報告します。改善を要する事項についてはフォロー監査を実施し、その改善状況を確認しま

す。 
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報に関しては、当社は情報セキュリティポリシーを制定し、情報

資産管理規程、文書管理規程等に従って適切な状態で保存、管理し、取締役が、適正かつ効率的

に職務が遂行できるようにします。職務の執行に必要な場合は、何時でも資料の提出を求めるこ

とができます。 

 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、「リスクマネジメント基本規程」を制定し、当社グループの各部門と役員および従業員

全員が、本基本規程に従い、全社的リスク管理を徹底します。当社グループを取り巻くリスクに

迅速かつ的確に対応することが、当社グループの存続・発展に不可欠であり、リスクの未然防止、

またはリスク発生時の利害関係者の利益喪失および企業経営への影響度の最小化を図ることを基

本としております。当社グループのリスクマネジメント体制は、最高責任者の社長の下、リスク

マネジメント委員会を設置する体制としております。 

 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会に加え、「業務執行会議」や「戦略会議」を設置し、経営課題に関する重要案件を審

議します。また、中期経営計画を策定し、基本戦略や経営目標を明確にするとともに、年度予算

で、売上や利益目標を設定し、目標達成に向けた経営を実践します。一方、業務執行面では、「職

務権限規程」および「業務分掌規程」を定め、権限と責任を明確にするとともに、稟議制度を採

用し、意思決定プロセスの明確化、迅速化を図ります。 

 

⑤ 会社ならびに親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制 

当社は、「関係会社管理規程」を定め、グループ全体としての業務の適正を確保するための体制

を整えます。グループ企業については経営企画部が経営管理を担当し、グループ企業から経営状

況の報告を受けるとともに、十分な情報交換、意見調整を行い、各企業の経営意思を尊重しつつ、

グループ全体としての経営効率の向上を図ります。また、内部通報制度などのコンプライアンス

に関する基本ルールをグループ内共通のものとするとともに、必要な施策、研修等をグループ全

体で横断的に実施・運用することにより、コンプライアンス経営の徹底を図ります。 

 

⑥ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役の職務遂行のために補助者を必要とする場合は、その求めに応じて速やかに補助すべき

専任スタッフを置きます。また、当該専任スタッフについては監査役の指揮下に置き、人事異動・

評価等について監査役の事前の同意を得るものとします。 

取締役は原則月 1 回開催する取締役会での業務報告により監査役への報告を行うことを基本と

します。また、取締役・従業員は必要に応じ、あるいは監査役からの要求に従って、随時報告す

るものとします。監査役は必要に応じ何時でも資料の提出を求めることができます。 

 監査役は、監査業務を効率的に遂行するために必要な場合、内部監査室と協同して業務を行い、

また、内部監査室は、定期的に内部監査の実施状況を監査役に報告するものとします。 

 

以上 


